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ま え が き 

 

 

近年、大学を取り巻く環境の量的・質的変化や制度改革によって、大学には効率的・効果的な経営と、

教育を行う公共機関としての質保証という２つのミッション遂行が求められています。さらに大学は、

結果だけではなくプロセスの説明責任も果たしていかなければなりません。 

しかし、大学は複数の使命、多様な機能、複雑な組織体制、そして多様なステークホルダーを抱えて

おり、その経営はたやすいものではありません。しかも、大学という組織に対する研究の歴史はまだ浅

く、その実態も十分に把握されているとはいえません。そこで、大学経営効率化研究会では、大学経営

の実態について調査を行いました。 

アンケート調査は 2012 年 11 月に全国の国立・公立・私立大学を対象として実施しました。調査票は

２部構成となっており、第一部は「Ⅰ大学全体に関する情報」「Ⅱ学生に関する情報」「Ⅲ教育支援に関

する情報」「Ⅳ管理運営に関する情報」について、主として数値で答えていただきました。第二部につ

いては、大学の内部質保証、学生支援、管理運営、理念・目標・計画、ガバナンス、ガバナンスの課題、

大学外部の動向等に対する自己評価を依頼しました。多岐に亘る設問内容であったにもかかわらず、

26.4％の大学が回答し、ご協力いただきました。 

この度、このアンケート調査の結果を「大学経営効率化に関するアンケート調査」として取りまとめ

ました。今回の内容は、調査を単純集計した結果が中心となっています。大学経営の効率性評価の結果

や、効率性と大学の規模や属性等とのクロス分析等、詳細な分析結果については、現在分析を進めてお

ります。 

なお、本調査は、分析の精度を高めるため３年間のパネルデータを収集し、より多くのデータを用い

た分析を行うことを目標としています。2013 年度・2014 年度も同様のアンケート調査を行いますので、

引き続きご協力をいただきますよう、お願い申し上げます。 

最後に、ご多用中にもかかわらず本調査の回答にご協力いただいた多くの方々に、この場を借りて心

よりお礼申し上げます。 

 

 

 

2013 年 12 月 

 

 

大学経営効率化研究会 

 同志社大学   伊多波 良 雄 

 京都外国語大学 山 﨑 そ の 

 京都学園大学  宮 嶋 恒 二 

 

 

本研究は、平成 24～26 年度科学研究費補助金基盤研究（Ｃ）（研究代表者：山﨑その、課題番号 24531081）

の助成を受けたものである。 
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調査の概

 

１．調査の

大学の経

かし、大学

組織風土等

的な経営に

 

２．調査の

調査の方

（1）調査対

（2）調査方

（3）調査期

（4）回収結

     

（5）倫理面

査対象

ついて

処理を

 

３．回答大

回答大学

全国から回

 

私立

65%

設

概要 

の目的 

経営環境は年

学は設置形態

等の違いによ

に資する要因

の方法 

方法は以下の

対象：日本全

方法：大学の

期間：2012 年

結果：194 大

  回答大

面への配慮：

象とした大学

ては、情報漏

をしたうえで

大学の概要 

学の設置形態

回答を得た。

国立

14%

公立

21%

設置形態
n

年々厳しさを増

や規模、学部

って、その実

を探るため

とおりであ

全国の国公私

の事務局長宛

年 10 月下旬

大学（26.4％

大学は完成年度

：本研究では

学に対しては趣

えいがない

個別大学が特

態の内訳は国

 

  

立

%

n=194

増しているが

部構成等とい

実態は極めて

、全国の国公

る。 

私立大学 735

宛に郵送でア

旬から 2013 年

％） 

度を迎えてい

は個人情報を

趣旨説明と同

よう厳重に管

特定できない

立 14％、公

1 

が、具体的な

いった外形的

て多様である

公私立大学を

5校（放送大

アンケート用

年１月下旬ま

いない大学も

を扱う研究で

同意確認を行

管理し、分析

い方法で公表

公立 21％、私

な経営改革の

的な条件に加

る。そこで、

を対象とした

大学、大学院

用紙を送付、

まで 

も含む。 

ではないため

行う文言を調

析を実施した

表する。 

私立 65％であ

の方法は未だ

加えて、設置

大学の経営

たアンケート

大学は除く）

回答は郵送

、倫理上の

調査票に記し

た。なお、ア

あった。また

だ開発されて

置の趣旨・建

営の実態を把

ト調査を実施

） 

で回収 

問題は生じな

した。取得し

アンケートの

た、北海道か

ていない。し

建学の精神や

把握し、効率

施した。 

ないが、調

したデータに

の結果は統計

から沖縄まで

 

し

や

率

に

計



 

調査の結

 

 

Ⅰ 大学

【問１】 

文部科学

「高度専門

次に、７

の順で多く

 

 

【問２】学

学部数は

であった。

割が 1,000

～3,000 人

結果 

学全体に関

文部科学省

学省が提案す

門職業人養成

つの機能の

、「地域の生

学部・研究科

は、１学部の

入学定員は

人以下であ

が 12％とな

関する情報

省が提案する

する７つの機能

」「幅広い職

のうち最も重

生涯学習機会

科数、定員数

大学が全体

500 人以下が

あった。収容

っており、

報 

大学の７つ

能分化につい

職業人養成」の

視する機能

会の拠点」が

（2011 年 5

の 41％、２

が全体の 60

容定員は 1,00

回答大学の約

第

2 

の機能分化

いては、延べ

の順で多く、

については

が最も少なか

月 1 日現在

～５学部が

％、1,000 人

00 人以下が

約７割が 3,

 一 部

べ数では「社

、「世界的研究

「高度専門職

かった。 

 

 

） 

44％、６～

人以下が 20％

全体の 32％

000 人以下で

部 

社会貢献機能

究・教育拠点

職業人育成」

10 学部が 12

％となってお

％、1,001～2

であった。 

能」が最も多

点」が最も少

」、「幅広い職

2％、11 学部

おり、回答大

2,000 人が 2

多く、次いで

少なかった。

職業人養成」

部以上は 2％

大学全体の８

24％、2,001

で

 

％

1



 

 

大学院の

人以下が 57

以下が 50％

 

の研究科数に

7％となって

％で、全体の

ついては、

ており、回答

の約８割が 50

１研究科のみ

大学全体の約

00 人以下で

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

みという大学

約７割が 10

であった。 

 

  

 

学が全体の

0人以下であ

50％を占めて

あった。研究

ていた。入学

究科の収容定

学定員は 50

定員は 100 人

0

人



 

 

【問３】大

大学の理

学部で策定

目標を策定

教育内容等

る大学が 4

る。 

中・長期計

次いで５年

ほとんどが

 

大学の理念・

理念・目的は

定しているの

定していない

等の改革状況

42％、学部段

計画について

年の 32％とな

が６年となっ

目標、計画

98％の大学

のが 82％、一

い大学があっ

況等について

段階で定めて

ては、75％の

なっていた。

っていたが、

の策定状況に

学が策定して

一部の学部で

た。しかし、

て」の平成 23

ている大学が

の大学が策定

国立大学

私立大学で
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について（2

いた。大学全

で策定してい

、文部科学省

3 年度の回答

が 71％であっ

定しており、対

・公立大学で

では５年が最

2011 年 5 月

全体の教育

るのが 1％と

省が２年に一

答では、大学

ったことと比

対象とする期

では中期目標

も多く、次い

1 日現在） 

目標は 77％、

となっており

一度調査をし

学全体で学位

比較すると高

期間は６年が

標・中期計画

いで 10 年と

、学部の教育

り、少数では

している「大

位授与の方針

高い数値であ

が最も多く全

画が６年であ

なっていた

 

 

育目標は全

はあるが教育

大学における

針を定めてい

あったといえ

全体の36％、

あることから

た。 

育

い

え
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【問４】附

 同一法人

附属校の種

っていた。

答あり 

附属学校（併

人内での附属

種類は、最も

最も少なか

併設校）の有

属学校（併設校

多かったのが

かったのは専

 

無（2011 年

校）の有無に

が高等学校

門学校（22

  

5 

 

年 5 月 1 日現

については、

（79 校）で、

校）であっ

現在） 

、「あり」が

、次いで幼稚

た。 

 

63％、「な

稚園（69 校）

し」が 37％

）、中学校（

 

％であった。

68 校）となな



 

 

Ⅱ 学生

【問５】在

学部の在籍

に占める女

った。留学

生に関する

在籍する学生

籍学生数は、

女子学生の割

学生と社会人

る情報 

生の数（2011

1,000 人以下

合は 31～40

人学生の割合

年 5 月 1 日

下が全体の 3

0％が 33 校

は、10％以下

6 

現在） 

34％で最も多

（全体の 17

下が大半で、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多く、67％が

％）と最も多

、それぞれ 1

が 3,000 人以

多かった。ま

174 校、154

以下であった

また女子大学

校であった

 

た。在籍学生

学も 22 校あ

た。 

生

あ



 

 大学院の

は、21～30

104 校（64％

校と最も多

学も５校あ

一方で 91％

 

の在籍学生数

0％が 33 校と

％）と最も多

多いものの 11

あった。自大

％～100％が

数は、100 人以

と最も多く、

多かった。社

1～20％が 37

学出身学生

10 校と、全

以下が 53％と

次いで 31～

社会人学生は

7校、21～3

の割合は、6

全体的にはバ

7 

 

と最も多く、

～40％の 27

は学部とは異

0％と 31～4

61～70％が 2

ラツキがみ

 

７割が 200

校となって

異なり、割合

40％がそれぞ

25 校と最も

られた。 

0 人以下であ

ていた。留学

合が高くなっ

ぞれ 20 校とな

多かったが、

あった。女子

学生の割合は

ている。10

なっており、

、10％以下が

子学生の割合

10％以下が

％以下が 42

、100％の大

が 12 校ある

合

が

2

大
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が最も多か

はほとんど
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入学に関する

志願者数は、

かった。４月

ど実施されて

校（62％）

数値（2011

3,000 人以下

以外の入学者

いないとい

であった。 

年 4 月から

下が 130 校

者は 0 人が

えよう。編入

8 

 

2012 年 3 月

（68％）と最

163 校（94％

入学者は 10

月まで） 

最も多かった

％）であった

人以下が２

た。合格者及

た。学部の場

年次編入で

及び入学者は

場合は、４月

140 校（90％

は 500 人以下

以外の入学

％）、３年次

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下

学
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 次に、合

といえる 9

学が全体の

 

大学院の

合格者（11

以下の大学

ついては、

いう大学も

は異なり留

入学率は 9

っており、

った。合格

体の 29％、

 

合格率は 21～

1％以上の大

の 28％あり入

の入学者につ

17 校）・入学

学が大半であ

0人の大学は

もあった。こ

留学生や社会

1％以上が 5

81％以上の

格率は、最も

次が 71～8

～30％が 58 校

大学が 19 校あ

入学者の確保

いては、志願

学者（120 校

あった。４月

は 29 校のみ

れは大学院

会人が多いた

57％、81～9

の大学が全体

多かったのが

0％の 23％で

校と最も多か

あった。入学

保が厳しい状

願者（109 校

）ともに 10

以外の入学者

みで最大 139 人

の場合は学部

めと考えられ

90％が 29％

の８割以上

が 91％以上

であった。

9 

かった。10％

学率は 91～1

状況がみてとれ

校）・

00 人

者に

人と

部と

れる。

とな

であ

で全

％以下の大学

100％が 40 校

れる。 

学が３校ある

校と最も多か

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る一方で、ほ

かったが、50

ほぼ全入状態

0％以下の大

態

大



 

 

【問７】学

 学位授与

ついては、

人、論文博

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問８】学

 卒業率に

（４年制学

が含まれる

が 29％で最

最も多かっ

な差がみら

0
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大学数

学位授与に関

与に関しては

課程博士・

博士は 44 人が

学部卒業生（

については 8

学部のみを対

ためである

最も多く、10

た。就職率

られた。 

6

8

19

16

29

3

2

16

20

大学院 入

する数値（

、学士は 50

論文博士と

が最大であっ

2012 年 3 月

1～90％と 9

対象）。101％以

。進学率は

00％という大

100％という

36

46
46

40 60

入学率と合格

2011 年 4 月

00 人以下（

もに 10 人以

った。 

月の卒業者）

91～100％が

以上の大学が

10％以下が

大学も２校あ

う大学が 14 校

9

80

格率

入学率

合格率

10 

 

から 2012 年

59％）、修士

以下（課程 6

に関する数

それぞれ 33

があるのは、

が 71％と最も

あった。就職

校ある一方で

90

100

率

率

年 3 月） 

士は 100 以下

9％、論文 8

数値 

3％と最も多

、卒業率を

も多かった。

職希望者に対

で、39％とい

下（75％）が

87％）が最も

多く、全体の

2013 年３月

卒業者に対

対する進学率

いう大学もあ

が最も多かっ

も多く、課程

平均値は 85

月の卒業者数

対する就職率

率は 91～100

あり、大学に

った。博士に

程博士は 432

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5％であった

数に留年生等

は 71～80％

％が 77％で

によって大き

に

2

た

等

％

で



 

 

Ⅲ 教育

【問９】教

教育支援

で実施して

部での実施

されていな

ャップ制」

が、「⑫授業

となってお

申や 2012

る力を育成

た。 

育支援に関

教育支援に関

援に関する結

ていた。ただ

施が 45％、一

なかった。次

や「⑥GPA 制

業科目のナン

おり、実施率

年の「新た

成する大学へ

関する情報

する取組等 

結果は、「②学

し、同じア

一部の学部で

次に多かった

制度」、「⑧ア

ンバリング」

率は低かった。

な未来を築

へ」答申で提言

報 

学生による授

ンケート調査

での実施が 6％

のは「⑨ゼ

アクティブ

は 14％、「⑪

。これらの取

くための大学

言されたもの

11 

 

授業評価アン

査でも卒業生

％となってお

ミ」の 84％

・ラーニング

⑪ピアサポー

取り組みは

学教育の質的

のであるが、

ンケート」の

生を対象とし

おり、両者を

％、「①クラス

グ」は、過半

ート制度」は

2008 年の

的転換に向け

内容によっ

の実施率が最

した「⑬卒業

を合わせても

ス担任制」の

半数の大学が

26％、「⑩学

「学士課程教

けて～生涯学

って導入進捗

最も高く、96

業生アンケー

も全体の約半

の 68％であっ

が全学部で実

学生の活動記

教育の構築に

学び続け、主

捗度は大きく

 

 

 

 

 

6％が全学部

ート」は全学

半数しか実施

った。「⑤キ

実施していた

記録」は 30％

に向けて」答

主体的に考え

異なってい

部

学

施

キ

た

％

答

え

い



 

 ダブルデ

学金は、学

おり最も多

を超える大

円となって

 

 

【問 10】学

 学部の専

占める女性

割合であっ

進んでいな

⑬卒業

⑫授業評

⑪ピア

⑩学生

⑧アクティブ

⑦リメ

⑥

④授業科目の

③シラ

②

①

ディグリー制

学部学生・大

多かった。と

大学もあった

ていた。 

学部の教員に

専任教員数は

性教員の割合

た。外国人

ないといえよ

業生アンケート

評価アンケート

アサポート制度

生の活動記録

⑨ゼミ

ブ・ラーニング

メディアル教育

⑥ＧＰＡ制度

⑤キャップ制

のナンバリング

ラバス・チェック

②入学前教育

①クラス担任制

全学部で

度について

学院生とも

くに学部学生

。給付してい

に関する数値

100 人以下

合は 11～20％

人教員の比率

う。教授・准

45%

26%

30%

35%

5

14%

5

5%

で実施 一部の

は、学部・研

に 5,000 円以

生では給費奨

いる大学の平

値（2011 年 5

が 49％と最

％が 32％で最

は 10％以下

准教授の平均

96%

84%

58%

56%

58%

58%

57%

68%

6%

14%

21%

28

教育支援

の学部 実施して

12 

研究科ともに

以下が約半数

奨学金 0 円

平均金額は、

5 月 1 日現在

最も多く、200

最も多く、10

下が全体の 9

均比率は教授

%

%

27%

%

10%

13%

12%

19%

1

40%

52%

42%

73%

ていない 無回答

に導入してい

数（学部学生

という大学が

学部学生が

在） 

0 人以下の大

0％以下の大

93％を占めて

授が 46％、准

0%

10%

%

3%

%

2

%

4%

10%

30%

32%

24%

23%

21%

16%

9%

9%

8%

6

7

5

8%

7%

答

 

いない大学が

生 48％、大学

がある一方で

約 30,000 円

大学が約７割

大学も 12％あ

ており、学部

准教授が 27％

%2%

%

%

2%

%

%

3%

6%

7%

3%

5%

%

%

3%

3%

が大半であっ

学院生 51％）

で、一人当た

円、大学院生

割であった。

あり、全体と

部教員のグロ

％であった。

った。給費奨

））を占めて

たり 50 万円

が約 66,000

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専任教員に

しては低い

ローバル化は

。 

奨

て

0

 

に

い

は



 

博士学位

なっていた

常勤教員数

あったが、

教授・准教

最も多かっ

との関係が

位取得者比率

た。自大学出

数／専任教員

10％以下の大

教授ともに６

た。総開設

があるので、

率は、21～30

身者比率は

数＋非常勤教

大学から 91

～10 コマが

授業科目数は

一概に比較す

％が 35 校と

10％以下が

教員数）は

％以上の大学

が最も多く、

は 500 科目以

することはで

13 

 

と最も多く、

が 108 校と全

61～70％の

学まであり、

１コマの授

以下が最も多

できない。

次いで 41～

全体の 64％を

49 校が最も

、大学間の差

授業時間数は

多かったが、

～50％が 29 校

を占めていた

も多く、次い

差が大きかっ

90 分が全体

コマ数や授

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

校、31～40％

た。非常勤教

いで 51～60％

った。担当授

体の 91％を占

授業科目数は

 

％が 23 校と

教員比率（非

％が 46 校で

授業時間数は

占めており、

は授業時間数

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非

で

は

数



 

 

 

【問 11】大

 大学院の

女性教員比

人教員比率

ないといえ

 大学院教

べるとかな

大学院の教員

の研究指導教

比率は 10％以

率は 10％以下

えよう。 

教員の教授比

なり高いとい

員に関する数

教員数（専任教

以下が 54 校、

下が 91％とな

率は 91％以

えよう。自大

数値（2011 年

教員）は 50

11～20％が

なっており、

以上が 48 校と

大学出身者比

14 

年 5 月 1 日現

0 人以下が 5

が 42 校あり、

、学部と同じ

と最も多く、

比率は 10％

現在） 

52％と最も多

、20％以下が

じく大学院に

全体の平均値

以下が 81 校

多かった。研

が全体の約６

においてもグ

値は 75％で

校（59％）と

研究指導教員

６割となって

グローバル化

で学部の平均

と最も多いも

 

 

 

 

 

 

 

 

員数に占める

ていた。外国

化は進んでい

  

 

 

 

 

 

 

 

 

値 46％と比

ものの、平均

 

国

い

比

均



 

値をみると

教員数／専

校、11～20

科目以下が

 

学部が 11.

専任研究指導

0％の 22 校

が 57 校と最も

9％に対して

導教員数＋非

となってお

も多く、200

て大学院は 1

常勤教員数）

り、学部教員

科目以下の

15 

14.2％と若干

）は 10％以

員と比較する

大学が全体

干、高くなっ

下が 36 校と

ると低くなっ

の約６割であ

っていた。非

と最も多く、

っていた。総

あった。 

非常勤教員比

次いで 21～

総開設授業科

比率（非常勤

～30％の 27

科目数は 100

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

勤

7

0



 

【問 12】研

 研究所・セ

当該研究所

人が 12 校、

い数値とい

 職員につ

任職員の比

～10％の 3

合もあると

 専任教員

円の大学が

大学であっ

７つの機能

答大学の多

研究に関する

センターの設

所・センター

、11～20 人

いえよう。兼

ついては、10

比率について

31 校と両極

いったよう

員一人当たり

が全体の 79％

た。受託研究

能分化のうち

多くは研究中

る数値 2011 年

設置数は５以

に所属する専

が８校あった

兼担教員数も

人以下が 10

は、平均値

に分かれてい

に、大学に

の研究費は

％を占めてい

究費について

、世界的研究

心ではない

年 5 月 1 日現

以下が 123 校

専任教員数は

た。これは回

10 人以下が

00 校（64％）

は 48％であ

いた。専任職

よって様々な

31～40 万円

いた。しかし

ては、10 億円

究・教育拠点

ことがわかる

16 

現在） 

校（74％）と大

は 10 人以下

回答大学が比

が 96 校と最も

）と最も多く

あったが、最

職員だけを置

な雇用形態と

円が 35 校、4

し 100 万円以

円以下、特許

点を最も目指

る。 

大半を占めて

下が 120 校（

比較的小規模

も多いが、1

く、専任教員

最も多かった

置いている場

となっている

41～50 万円

上という大学

許数について

指す大学が

ていたが、30

（75％）と最

模な大学であ

01 人以上の

員数とほぼ同

のが 91～10

場合もあれば

ることがわか

が 34 校と多

学も 15 校あ

は 10 件以下

10 大学であ

0以上の大学

最も多いが、

あることから

の大学が 15 校

同じ分布がみ

00％の 34 校

ば、非専任職

かる。 

多く、21 万円

あり、これら

下が大半を占

あったことか

学もあった。

次に 21～30

らすると、多

校あった。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

みられた。専

校で、次が 0

職員だけの場

円から 60 万

らは医学系の

占めていた。

からして、回

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

多

専

0

場

万

の

回



 

 

【問 13】国

国際交流

であった。

任比率をみ

ったが、こ

職員だけの

 海外の大

となってお

 

 

 

国際交流に関

流を担当する

人材派遣や

みると、91～

れは、研究

の大学もある

大学との協定

おり、20 校以

関する数値（

教員数は５人

アルバイト

100％が 48 校

所・センター

といったよ

定校数は 10 校

以下の大学が

（2011 年 5 月

人以下が 11

も含む職員数

校と最も多い

ーの場合と同

うに、大学に

校以下が 98

が全体の７割

17 

月 1 日現在）

11 校（61％）

数は５人以下

い一方で、0

同様に、専任

によって様々

校（54％）

割であったが

 

）で最も多く

下が 137 校

～10％も 35

任職員だけを

々な雇用形態

と最も多く、

、一方で 10

く、次に６～

（75％）と最

校と多かっ

を置いている

態となってい

、次いで 11～

00 校以上とい

～10 人が 54

最も多かった

った。平均値

る大学もあれ

いるといえよ

～20 校が 34

いう大学も６

 

 

 

 

 

 

 

 

 

校（30％）

た。職員の専

は 58％であ

れば、非専任

よう。 

4 校（19％）

６校あった。

 

専

あ

任

 



 

 

2011 年４

海外の大学

占めていた

学部生の

均値をみる

 

 

大学院生

異なり、派

ともに５人

 

４月から 201

学から受け入

た。 

の海外留学者

と派遣者数

生の派遣・受

派遣より受入

人以下（学部

2年３月まで

入れた教員数

者数は、派遣

数が 37 人、受

入れについ

れの方が若干

90％、大学

での期間にお

は、それぞれ

・受入れ共に

受入れ者数が

ては 10 人以

干、多かった

学院 95％）が

18 

 

おいて、協定

れ 10 人以下

に 50 人以下

が 17 人と派遣

以下（派遣 1

た。海外イン

が大半であっ

定に基づいて

下が 144 人（

下が最も多く

遣者数の方が

34 校、受入

ンターンシッ

った。 

て海外の大学

派遣）、147

（派遣 134 校

が多くなって

れ 129 校）

ップ者数につ

学に派遣され

人（受入れ

校、受入れ

ていた。 

が最も多く、

ついては、学

れた教員数と

れ）と大半を

150 校）、平

 

 

 

 

 

 

 

 

、学部とは

学部・大学院

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平

院



 

 

【問 14】公

 2011 年４

も多かった

会サービス

示したとお

 リエゾン

が 87 校（

ことが推察

 

注１：「公開

ンポ

 

公開講座・産

４月から 201

たが、一方で

スに取り組ん

おりとしたが

ンオフィスの

（58％）と高

察される。 

開講座」とは

ポジウムや講

産官学連携に

12 年３月まで

101 回以上

でいる度合

、大学によ

職員数は５人

かった。この

は、大学が社

講演会は含ま

に関する数値

でに開催され

上という大学

が大きく異な

って解釈の違

人以下が 12

のことから、

社会人などを

ない。 

19 

値（2011 年 5

れた公開講座

学も 33 校（1

なることを示

違いがあった

21 校（79％）

、リエゾンの

 

を対象に開講

 

月 1 日現在

座注1の回数は

8％）あった

示している。

た可能性も考

と最も多く

の機能は未だ

講する授業や

在） 

は、10 回以下

た。これは、

ただし、公

考えられる。

、しかも専

だ十分に定着

、授業に匹敵

下が 61 校（

大学の機能

公開講座の定

 

専任職員比率

着していない

敵する内容の

（34％）と最

能によって社

定義を注１に

は 10％以下

い大学が多い

の講座。シ

 

最

社

に

下

い



 

 

【問 15】施

 校地面積

の大学が全

講義室・

いた。実験

あった。研

理関係・そ

 

施設・設備に

積は５～10 万

全体の約７割

演習室の比

験室・実習室

研究室・図書

その他の比率

に関する数値

万㎡が 50 校、

となってい

率は 11～20

の比率は 11

書館の比率は

率は 41～50％

値（2011 年 5

10～20 万㎡

た。校舎面積

0％が最も多

～20％が 77

両方とも 10

％が最も多く

20 

5 月 1 日現在

㎡が 45 校、

積は５万㎡以

く（97 校・5

7 校、0～10％

0％以下が大

（67％）、3

 

在） 

0～5 万㎡が

以下が 115 校

56％）、30％

％が 71 校で

半（研究室

0～60％とい

が 33 校となっ

校（62％）で

％以下の大学

で、20％以下

67％、図書

いう大学が全

っており、2

であった。 

学が全体の 97

下の大学が全

書館 77％）で

全体の 75％で

20 万㎡以下

7％を占めて

体の 85％で

であった。管

であった。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て

で

管



 

キャンパ

校（27％）

300 座席が

が最も少な

 

Ⅳ 管理

【問 16】職

 事務組織

と多かった

いものの、附

人と大きな

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

パス数は、１

であった。

35 校（18％

ない大学は 36

理運営に関

職員に関する

織の職員につ

た。事務系以

附属病院の有

な差があった

キャンパスの

図書館の閲覧

％）となって

6座席、最も

関する情報

る数値（2011

いては、専任

外の職員（技

有無によって

。  

の大学が 104

覧座席数は

ていた。101～

も多い大学は

報 

1 年 5 月 1 日

任の事務系職

技術技能系

て医療系職員

21 

4 校（54％）

101～200 座

～300 座席の

は 3,936 座席

日現在） 

職員は 50 人以

・医療系・教

員の人数が大

と最も多く

座席が 57 校

の大学が全体

席と大きな差

以下が 87 校

教務系）も 5

大きくことな

、次いで２

（38％）と最

体の過半数を

差があった。 

校（46％）、51～

50 人以下が

なるため、最少

キャンパス

最も多く、次

を占めていた

～100 人が 5

67 校（38％

少は９人、最

の大学が 52

次いで 201～

たが、座席数

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 校（28％）

％）と最も多

最大が 4,421

2

～

数

 

多

1



 

管理職者

を占めてい

が 64 校（34

であった。

自大学出

外国人比率

でいないと

88％を占め

 

 

 

 

 

 

 

 

 

者の比率につ

いた。管理職比

4％）と最も多

 

出身比率は 10

率は 10％以下

いえよう。

めていたが、

いては、11～

比率の最小値

多く、次いで

0％以下が 8

下が 155 校（

非専任率は

中には最大値

～20％が 68 校

値は 0.1％、

で 41～50％が

88 校（52％）

88％）と大半

10％以下が

値 87.2％と

22 

校、21～30％

最大値は 83

が 45 校（27％

）で最も多か

半を占めてお

が 41 校（23％

いう大学も

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

％が 52 校で、

3.3％であっ

％）であった

かったが、最

おり、教員と

％）と最も多

あった。 

11～30％と

た。女性比率

た。最小値は 0

最大値 90.2％

と同様に職員

多かった。50

いう大学が

率については

0.0％、最大

％という大学

員のグローバ

0％以下の大

全体の 65％

は、31～40％

値は 87.5％

学もあった。

バル化も進ん

大学が全体の

％

％

％

ん

の



 

 

【問 17】学

 入学試

入学試験の

いた。 

入試業務

～100％が 6

リエゾンオ

 

 

学部の入学試

試験の実施日

の種別数は５

務担当部署の

65 校（35％）

オフィスの専

試験に関する

数は 10 日以

～６種が 43

職員数は 10

）、次いで 71

専任比率と比較

る数値（2011

以下が 100 校

3 校と最も多

0 人以下が 1

1～80％が 39

較すると高い

23 

年 4 月から

校（53％）、次

多かったが、

146 校（78％

9 校（21％）

い比率であっ

 

ら 2012 年 3 月

次いで 11～

10 種以下と

％）と大半を

となってお

った。 

月） 

20 日が 68 校

という大学が

を占めていた

り、国際交流

校（36％）と

が全体の約８

た。職員の専任

流や研究所・

と多かった。

割を占めて

任比率は 91

センター、

 

て

1



 

 

【問 18】就

 大学主催

次は 51～1

向がみられ

次は 51～10

  

 

就職支援

が 44 校（2

高くなって

 

 

就職支援に関

催の就職支援

00 回が 31 校

れた。国内イン

00 人の 28 校

援担当部署の

24％）、71～

ていた。 

関する数値（

援ガイダイン

校（15％）

ンターンシッ

校（16％）と

職員数は、1

～80％が 32 校

（2011 年 4 月

ス・セミナー

となっており

ップ参加者数

となっており

10 人以下が

校（18％）と

24 

月から 2012 年

ーの開催数は

り、就職支援

数についても

り、ガイダン

138 校（74％

となっており

 

年 3 月） 

は 10 回以下が

援に積極的な

も、10 以下が

ンス・セミナ

％）と大半を

り、入学試験

が 38 校（20％

な大学とそう

が 59 校（33％

ーと同様の傾

占めていた。

験担当者と同

％）と最も多

うでない大学

％）と最も多

傾向がみられ

。専任比率は

同様に専任比

多かったが、

学の両極の傾

多かったが、

れた。 

は 91～100％

比率は比較的

 

傾

％

的

 



 

【問 19】理

 理事の選

理事の合計

の内の大学

た。 

理事の合

大学は高く

占めていた

っていた。

める大学関

理事・監事・

選出母体は相

計数は６～10

学関係者の数

合計数に占め

、私立大学

た。評議員の

その内の大

関係者の割合

評議員の人

対的に卒業生

人が 70 校

数は５人以下

る大学関係者

学は低いとい

合計数は 11

大学関係者数

合の平均値は

人数（2011 年

生が少なく、

（40％）で最

が 124 校（

者の割合の平

う傾向がみら

1～20 人が 5

は 10 人以下

43％で、理

25 

年 5 月 1 日現

、その他の人

最も多く、次

72％）と最

平均値は 50

られた。監事

57 校（34％

下が 102 校

理事より若干低

現在） 

人数が多かっ

次いで 11～1

も多く、大学

％であった。

事は２人とい

）と最も多

（63％）で最

低い数値であ

った。評議員の

15 人が 47 校

学全体の約９

。設置形態別

いう大学が 1

く、次いで

最も多かった

あった。 

の場合も同様

校（27％）で

９割が 10 人

別にみると、

138 校（81％

21～30 人（

た。評議員の

様であった。

であった。そ

人以下であっ

国立・公立

％）で大半を

（29％）とな

の合計数に占

 

 

 

そ

立

を

な

占



 

 

【問 20】理

 理事会の

いう大学が

全体の約６

と回答して

校中 73 校）

大学が「職

 理事会の

体の会議開

整する組織

れぞれ 60 校

 

 

 

 

理事会・教授

の開催回数は

が全体の約６

割を占めて

ており（27 校

、公立大学

職務分担あり

の政策と大学

開催数及び大

織・会議体の会

校、58 校とな

授会等に関す

５回以下が

割であった。

ていた。設置

校）、私立大学

学（41 校中 18

」となってい

学の政策を調整

大学の政策と

会議開催数は

なっており最

する数値等（

57 校（34％

。理事の職務

置形態別にみ

学では約６割

8校）では４

いた。 

整する組織

と学部の政策

は、11～15 回

最も多かった

26 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2011 年 4 月

％）、６～10

務分担につい

ると、国立大

割（126

４割の

・会議

策を調

回がそ

た。 

月から 2012 年

回が 51 校（

いては、分担

大学はすべて

年 3 月） 

（30％）とな

担が「ある」

ての大学にお

なっており、

という大学

おいて「職務

10 回以下と

学が 118 校で

務分担あり」

で



 

理事会の

議体の名称

Ｎｏ． 

1 常

2 大

3 運

4 常

5 教

 

 

【問 21】計

 計画と評

校で、同じ

下の大学が

多く、次い

 評価担当

会構成人数

計画策定委

 計画策定

多かった。

 

 

 

 

の政策と大学

称で、５件以

理事会

政策を調

常任理事会 

大学運営会議

運営協議会 

常勤理事会 

教育研究評議

計画・評価に

評価の担当部

じという大学

が全体の約７

いで 11～15 人

当者数も 0～4

数は 11～15 人

委員会の平均

定担当者と評

 

学の政策を調整

上あげられ

会の政策と大

調整する組織

           

議          

           

           

議会        

に関する数値

署は、同じ

学の方が若干多

割を占めてい

人が 23 校（3

4 人が各 20

人が 47 校（

均人数は 10 人

評価担当者の専

整する組織

ていたものは

大学の 

・会議体 

          

    

          

          

          

値（2011 年 5

という大学が

多かった。計

いた。計画策

30％）となっ

校程度あり、

（32％）で最

人で、評価委

専任比率は

27 

・会議体及び

は次のとおり

件数 

 24

6

 5

 5

 5

5 月 1 日現在

が 88 校（51

計画策定担当

策定委員会の

っていた。

、5 人以下の

も多く、次い

委員会の平均

91～100％が

 

び大学の政策

りである。

大学の

政策を調整

部局長会議

学部長会議

学部長会  

教育研究審

大学運営会

在） 

％）、別々の

当者数は、0

の構成人数は

の大学が全体

いで 6～10 人

均人数は 21 人

がそれぞれ 6

策と学部の政

の政策と学部

整する組織

          

          

           

議会       

議         

の大学が 69 校

～4 人が各

は 6～10 人が

体の約６割を

人が 31 校

人と、評価委

6校（43％）

政策を調整す

部の 

・会議体 

         

         

         

         

         

校（40％）、

20 校程度あ

が 28 校（36

を占めていた

（21％）とな

委員会の方が

、65 校（43

する組織・会

件数 

12

6

5

5

5

無回答が 17

あり、5 人以

6％）が最も

た。評価委員

なっていた。

が多かった。

3％）と最も

会

 

7

以

員

 



 

 

  

28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第二部は

した。 

 

  ５ 強

  ４ そ

  ３ ど

  ２ あ

  １ ま

 

 

【問１】内

 回答大学

に最も評価

ては、第一

とどまって

 設置形態

私立大学は

機能してい

 

 

 

 

 

 

は、回答者が

強くそう思う

そう思う 

どちらともい

あまりそう思

まったくそう

内部質保証に

学全体で最も

価が低かった

一部の問９「

ていた。 

態別でみると

は最も低いと

いる」の項目

所属してい

 

えない 

わない 

思わない 

関すること 

高く評価さ

のは「②卒業

教育支援に関

、内部質保

いう傾向がみ

で、国立と私

第

る大学の現在

れた項目は

業生アンケー

関する取組等

保証に関して

みられた。と

私立の間に大

第

29 

第 二 部

在の状況につ

、「⑧社会へ

ートは機能し

等」の回答結

は相対的に

とりわけ「④

大きな差があ

二 部部  

ついて、次の

への説明責任

している」で

結果において

国立大学の評

④教員評価は

あった。 

部 

の５段階で自

任は果たして

であった。卒

ても、実施し

評価はすべて

は機能してい

自己評価した

ている」であ

卒業生アンケ

している大学

ての項目にお

いる」と「⑤

 

た結果を集計

あった。反対

ケートについ

学は約半数に

おいて高く、

⑤職員評価は

計

対

い

に

は



 

 

30 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 



 

 

【問２】学

 機能して

ている」で

反対に最

別にみると

関しては、

立大学が最

学生支援に関

ているかどう

であった。 

最も評価が低

、「問１内部

国立・公立

最も低く、人

すること 

かについて

低かったのは

部質保証に関

・私立間に大

人員に関して

は、回答大学

「②留学支援

関すること」

大きな差はみ

は公立大学が

31 

学全体で最も

援（派遣・受

では相対的

みられなかっ

が最も低いと

も高く評価さ

受入れ）は機

的に国立大学

った。ただし

という結果で

された項目は

機能している

学の評価が高

し、各項目の

であった。 

は「③就職支

る」であった

高かったが、

の予算に対す

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支援は機能し

た。設置形態

学生支援に

する評価は国

し

態

に

国

 



 

 

32 

 

 

  



 
33 

 

  

  

   



 
34 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

【問３】管

 回答大学

評価が低か

 設置形態

いう傾向が

管理運営に関

学全体で最も

かったのは「

態別でみると

がみられた。

すること 

高く評価さ

④情報の一元

、問１の内部

 

れた項目は

元化は進んで

部質保証と同

 

 

35 

、「⑩地域貢

でいる」であ

同様に相対的

貢献は機能し

あった。 

的に国立大学

している」で

学の評価が高

 

であった。反

高く、私立大

 

 

反対に、最も

大学が低いと



 

 

【問４】理

 回答大学

対に、最も

 設置形態

価が高いと

については

立・公立に

 

理念・目標・

学全体で最も

も評価が低か

態別でみると

いう傾向が

は周知・実行

に対して低い

計画に関す

高く評価さ

かったのは「⑥

、問１内部質

みられた。ま

ともに国立大

評価であっ

ること 

れた項目は

⑥大学の中長

質保証や問

また、公立大

大学に次いで

た。 

36 

 

 

 

、「①大学の

長期計画は着

３管理運営に

大学は大学の

で高くなって

の理念は全学

着実に実行さ

に関すること

の理念に関し

ていた。中長

学に周知され

されている」

とと同様に、

しては最も低

長期計画に関

れている」で

であった。

相対的に国

低かったが、

関しては、私

 

 

 

であった。反

 

国立大学の評

中長期計画

私立大学は国

反

評

画

国



 

 

 

 

 

37 

 

 

 

 



 

【問５】ガ

 回答大学

えている」

これについ

きく異なる

リーダーシ

る」につい

  

ガバナンスに

学全体で最も

であった。反

いては、国立

るので、一概

シップが発揮

いては、設置

関すること 

数値が高か

反対に、最も

・公立・私立

概に比較する

揮できる仕組み

置形態による差

かった項目は

も低かったの

立間で大きな

ことはでき

み・風土があ

差はあまりな

 

 

38 

、「⑨⑧の組

のは「①理事会

な差がみられ

ない。一方

ある」や「⑦

なかった。

問５⑤

No.

1 

2 

3 

4 

5 

注：問５

省略

組織・会議等

会の政策と大

れたが、理事

、「④大学の

⑦大学の政策

⑤大学の政策

教授会 

役員会 

大学評議会

教育研究審

教育研究評

５②及び⑧は第

略する。 

等は大学政策

大学の政策は

事会のあり方

の政策の意思

策と学部の政

 

策の最高意思

名  称 

会 

審議会 

評議会 

第一部問 20③及

策の意思決定

は食い違う」

方が設置形態

思決定におい

政策は食い違

 

思決定機関

及び⑤と同じ

定に影響を与

であった。

態によって大

いて、学長の

違うことがあ

（組織） 

件数

23 

19 

14 

12 

10 

設問のため、

与

大

の

あ



 

 

【問６】ガ

ガバナン

学長の補佐

大学におけ

いる大学が

１．理事

２．理事会

３．教授会

４．役員

５．役

６．役

７．理事

８．学

９．理事

10

11

12. 理事

13. 事務

14. 中

15. 財

ガバナンスに

ンスの課題は

佐人」、「役員

ける政策を方

が多いといえ

会と教授会の調

会の優位性の確立

会審議事項の縮

員の高齢化・中期

役員報酬の透明

役員等の人材確

事長人材・選任方

学長人材・選任方

事長・学長の補佐

0. 学部長選任方

1. 学科長選任方

事会の教員人事権

務幹部の人材確

中長期計画の作

財務経営情報開

16. 教学情報開

おける課題 

、「中長期計

員等の人材確

方向づける中長

よう。 

課題と思

45

31

27

33

3

63

25

39

64

24

12

23

23

29

0

整

立

小

化

性

保

法

法

人

法

法

権

保

成

示

示

当てはま

計画の作成」

保」であっ

長期計画の作

思われる事項

3

4

104

113

50

まる 当ては

39 

が最も多く

た。この結果

作成と、理事

項（延べ数）

131

145

149

143

173

113

151

137

11

152

164

153

153

147

100

はまらない

、次いで「

果から、大学

事長や学長を

 

3

2

72

63

150

無回答

事務幹部の人

学のガバナン

を支える人材

19

19

19

19

19

19

19

19

19

19

19

19

19

19

19

19

200

 

 

人材確保」、

ンスの課題に

材の確保が課

 

「理事長・

については、

課題と考えてて



 

 

【問７】大

 大学の外

はすべての

う。また、

社会的な環

 なお、「②

る。 

１．理事

２．理事会

３．教授会

４．役員

５．役

６．役

７．理事

８．学

９．理事

10

11

12. 理事

13. 事務

14. 中

15. 財

大学外部の動

外部の動向等

の項目で最も

国立大学は

環境からの影

②運営費交付

会と教授会の調

会の優位性の確立

会審議事項の縮

員の高齢化・中期

役員報酬の透明

役員等の人材確

事長人材・選任方

学長人材・選任方

事長・学長の補佐

0. 学部長選任方

1. 学科長選任方

事会の教員人事権

務幹部の人材確

中長期計画の作

財務経営情報開

16. 教学情報開

最

動向等に関す

等に関する評価

低かったた

文部科学省や

影響を強く受

付金」と「③

13

13

7

5

0

11

6

10

17

1

0

4

16

43

1

4

0

整

立

小

化

性

保

法

法

人

法

法

権
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付  録 

「大学経営効率化」に関するアンケート調査  

【調査のご説明】 

 

（1）本調査の対象は、日本の全国公私立大学です。ご回答は、貴大学において大学経営全般を把握さ

れている方にお願いいたします。質問が多岐に亘っているため、教育・研究・管理運営等、分野ご

とに分担してご回答いただいても結構です。 

なお、ご回答が困難な質問や貴学になじまない質問は空欄で結構ですので、できるだけご返送く

ださるようお願いいたします。 

（2）調査票は二部構成となっています、第一部は「大学全体」「学生」「教育支援」「管理運営」に関す

る様々なデータをおたずねします。第二部は大学の状況に関して、大学の公的な見解ではなく、回

答者ご自身の主観的な評価をご記入ください。 

（3）本調査結果につきましてはすべて統計的に処理し、大学名及び個人名等を公表することはござい

ません。またご回答者の個人情報は厳重に管理し、本調査の目的以外に使用することはありません

ので、ご協力いただけますようお願いいたします。 

（4）調査の対象期間については、第一部は 2011 年 4 月 1日から 2012 年 3 月 31 日まで、第二部につい

ては現在の状況についてご記入ください。 

（5）ご回答は２０１３年１月２１日（月）までに同封の返信用封筒でご返送ください。 

（6）本調査に関する提出・問合わせ先 

   提出先：同志社大学 経済学部 伊多波良雄研究室 

        〒602-8790 京都市上京区今出川通烏丸東入 

問合わせ先：京都外国語大学 学長事務室 山﨑その 

          電話：075-322-6710 FAX：075-622-6751 E-mail：s_yamaza@kufs.ac.jp 

         京都学園大学 就業力育成センター 宮嶋恒二 

       電話：0771-29-3641  FAX：0771-29-3598 

 E-mail miyajima@kyotogakuen.ac.jp 

       

【本調査票のご送付者がご記入ください】 

ご回答内容について事務的に確認が必要な場合のみ、Ｅメールでご連絡させていただくことが 

あります。また、本調査結果の報告書をご希望の場合は、PDF ファイルにしてＥメールでご送付者宛

にお送りいたしますので、ご希望の有無を○印でご記入ください。  

貴学名  

部署名・役職名  

お名前  

メールアドレス  

報告書希望の有無 あり     ・      なし 
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Ⅰ 大学全体に関する情報 

 

【問１】文部科学省が提案する大学の７つの機能分化について、貴学が目指されている項目すべてに○

をつけてください。そのうち、最も重視されている項目には◎をご記入ください。 

【  】１．世界的研究・教育拠点 

【  】２．高度専門職業人養成 

【  】３．幅広い職業人養成 

【  】４．総合的教養教育 

【  】５．特定の専門的分野（芸術，体育等）の教育・研究 

【  】６．地域の生涯学習機会の拠点 

【  】７．社会貢献機能（地域貢献，産学官連携，国際交流等） 

 

【問２】学部・研究科数、定員数をご記入ください（2011 年 5 月 1日現在）。 

学 部 大学院 

学部数       （学部） 研究科数      （研究科）

入学定員 （人） 入学定員 （人）

編入学定員（2年次） （人）

編入学定員（3年次） （人）

収容定員 （人） 収容定員 （人）

 

【問３】大学の理念・目標、計画の策定状況について該当するものに○をつけてください（2011 年 5 月

1日現在）。 

①大学の理念・目的 策定していない    ・     策定している 

②大学の中・長期計画 策定していない    ・     策定している 

③②を策定している場合の期間注１ （    ・    ・    ・    ）年計画

④大学の教育目標 

（３つのポリシー） 
策定していない    ・     策定している 

⑤学部の教育目標 

（３つのポリシー） 
策定していない ・ 一部の学部で策定 ・ 全学部で策定

注 1 複数の中期計画・長期計画を策定している場合は、すべての期間を記入してください。たとえば 5年と 10 

年の計画を策定している場合は（ ）内に（5・10）とご記入ください。 

 

 

 

第 一 部 
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【問４】附属学校（併設校）の有無について該当するものに○をつけて入ください（2011 年 5 月 1日現

在）。 

あり       ・      なし 

「あり」の場合、 

該当するものに○ 

幼稚園  ・  小学校  ・  中学校  ・  高等学校 

 短期大学 ・  専門学校 ・  その他 

 

Ⅱ 学生に関する情報 

【問５】在籍する学生の数をご記入ください（2011 年 5 月 1日現在）。 

 学 部 大学院 

①在籍学生数 （人） （人）

②①のうち女子の数 （人） （人）

③①のうち留学生数 （人） （人）

④①のうち社会人学生数 （人） （人）

⑤①のうち自大学の学部出身者数 （人）

 

【問６】入学に関する数値をご記入ください（2011 年 4 月から 2012 年 3 月まで）。 

 学 部 大学院 

①志願者数 （人） （人）

②合格者数 （人） （人）

③入学者数 （人） （人）

④③のうち 4月以外の入学者数 （人） （人）

⑤編入学者数（2年次） （人）

⑥編入学者数（3年次） （人）

 

【問７】学位授与に関する数値をご記入ください（2011 年 4 月から 2012 年 3 月）。 

学位授与数 
学士 修士 課程博士 論文博士 

（人） （人） （人） （人）

 

【問８】学部卒業生（2012 年 3 月の卒業者）に関する数値をご記入ください。 

学    部 

①卒業率（2012 年 3 月卒業者／2008 年 4 月入学者） （％）

②卒業者に対する進学率 （％）

③卒業者に対する就職率 （％）

④就職希望者に対する就職率 （％）
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Ⅲ 教育支援に関する情報 

【問９】あてはまる項目に○をつけてください（2011 年 5 月 1日現在）。 

 
全学部で実施

一部の学部で

実施 

実施 

していない 

①クラス担任制    

②入学前教育    

③シラバス・チェック    

④授業科目のナンバリング    

⑤キャップ制    

⑥ＧＰＡ制度    

⑦リメディアル教育    

⑧アクティブ・ラーニング（体験型学習）    

⑨ゼミ    

⑩学生の活動記録（ポートフォリオ）    

⑪ピアサポート制度（学生同士の支援制度）    

⑫学生による授業評価アンケート    

⑬卒業生アンケート    

⑭ダブル・ディグリー制度を有する学部数 （学部）

⑮ダブル・ディグリー制度を有する研究科数 （研究科）

⑯給費奨学金（学部学生一人当たり）注 1 （円）

⑰給費奨学金（大学院学生一人当たり）注2 （円）

注 1 「2011 年度に学部生に対して大学が支給した給費奨学金の総額」÷「2011 年 5 月 1 日現在の学部学生数」で算出

してください。 

注 2 「2011 年度に大学院生に対して大学が支給した給費奨学金の総額」÷「2011 年 5 月 1 日現在の大学院生数」で算

出してください。 

 

【問 10】学部の教員に関する数値をご記入ください（2011 年 5 月 1日現在）。 

 学 部 

①専任教員数 （人） 

②①のうち女性教員数 （人） 

③①のうち外国人教員数 （人） 

④①のうち教授数 （人） 

⑤①のうち准教授数 （人） 

⑥①のうち博士学位取得者数 （人） 

⑦①のうち自大学出身者数注 1 （人） 

⑧非常勤教員数 （人） 

⑨教授の担当授業時間数（平均）注2 （コマ） 

⑩准教授の担当授業時間数（平均）注 2 （コマ） 

⑪⑩の１コマの授業時間 （分） 
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⑫総開設授業科目数注 3 （科目） 

注 1 最終学歴が自大学出身の場合のみをご記入ください。 

注 2 担当授業時間数は１週当たりコマ数（通年）をご記入ください。なお、授業を持っていない教員（サバティカル等）

は、計算の対象から外してください。 

注 3 「総開設授業科目数」とは、2011 年 4 月から 2012 年 3 月までの期間に開設された授業科目数すべての合計です。

履修者のいない科目も含めてください。 

 

【問 11】大学院の教員に関する数値をご記入ください（2011 年 5 月 1日現在）。 

 大 学 院 

①研究指導教員数（専任教員）注 1 （人） 

②①のうち女性教員数 （人） 

③①のうち外国人教員数 （人） 

④①のうち教授数 （人） 

⑤研究指導補助教員数（専任教員）注 1 （人） 

⑥①及び⑤のうち自大学出身者数注2 （人） 

⑦非常勤教員数 （人） 

⑧総開設授業科目数注 3 （科目） 

注 1 「研究指導教員」とは、大学院設置基準第 9条第 1 項各号に掲げる資格を有する教員を指し、「研究指導補助教員」

とは、研究指導の補助を行い得る教員を指します。 

注 2 最終学歴が自大学出身の場合のみをご記入ください。 

注 3 「総開設授業科目数」とは、2011 年 4 月から 2012 年 3 月までの期間に開設された授業科目数すべての合計です。

履修者のいない科目も含めてください。 

 

【問 12】研究に関する数値をご記入ください（2011 年 5 月 1日現在）。 

①研究所・センター等の数 （箇所）

②①に所属する専任教員数（兼担は除く） （人）

③①に所属する兼担注 1の教員数 （人）

④①に配置されている職員数注 2 （人）

⑤④のうち専任職員数 （人）

⑥専任教員一人当たりの研究費注 3 （円）

⑦大学全体の受託研究費の金額 （円）

⑧特許数（2011 年 4 月から 2012 年 3 月） （件）

注 1 「兼担」とは他の学部等に所属する専任教員で、研究所等の構成員となっている場合を指します。 

注 2 人材派遣・アルバイト等を含む。 

注 3 大学が支給する個人研究費（研究費と研究旅費の合計）の金額をご記入ください。職階・学部等によって違いがあ

る場合は平均値をご記入ください。 

 

【問 13】国際交流に関する数値をご記入ください（2011 年 5 月 1日現在）。 

①国際交流担当教員数 （人）

②国際交流担当職員数注1 （人）

③②のうち専任職員数 （人）

④海外協定大学数 （校）

注 1 人材派遣・アルバイト等を含む。 
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（2011 年 4 月から 2012 年 3 月） 

 派 遣 受入れ 

⑤協定に基づく教員数 （人） （人）

⑥協定に基づく海外留学者数（学部） （人） （人）

⑦協定に基づく海外留学者数（大学院） （人） （人）

⑧海外インターンシップ数（学部）注 2 （人）

⑨海外インターンシップ数（大学院）注 2 （人）

注 2 単位認定を伴うものに限ります。 

 

【問 14】公開講座注１・産官学連携に関する数値をご記入ください（2011 年 5 月 1日現在）。 

①公開講座開催回数（2011 年 4 月から 2012 年 3 月） （回）

②公開講座受講者数（2011 年 4 月から 2012 年 3 月） （人）

③リエゾンオフィスの職員数 （人）

④③のうち専任職員数 （人）

注 1 「公開講座」とは、大学が社会人などを対象に開講する授業や、授業に匹敵する内容の講座です。シンポジウムや

講演会は含みません。 

 

【問 15】施設・設備に関する数値をご記入ください注1（2011 年 5 月 1日現在）。 

①校地面積 （㎡）

②校舎面積 （㎡）

③②のうち講義室・演習室面積 （㎡）

④②のうち実験室・実習室面積 （㎡）

⑤②のうち研究室面積 （㎡）

⑥②のうち図書館面積 （㎡）

⑦②のうち管理関係・その他面積 （㎡）

⑧キャンパス数 （箇所）

⑨図書館の閲覧座席数 （席）

注 1 ①から⑦は学校基本調査の記入要領に準じてご記入ください。 
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Ⅳ 管理運営に関する情報 

【問 16】職員に関する数値をご記入ください注1（2011 年 5 月 1日現在）。 

①専任の事務系注 1職員数 （人）

②①のうち管理職者の数 （人）

③①のうち女性の数 （人）

④①のうち自大学出身者数 （人）

⑤①のうち外国人職員数 （人）

⑥専任の技術技能系注 1職員数 （人）

⑦専任の医療系注 1職員数 （人）

⑧専任の教務系注 1職員数 （人）

⑨専任のその他注 1職員数 （人）

⑩非専任の事務系職員注2数 （人）

注 1 学校基本調査に準じてご記入ください。「事務系」とは庶務、会計、人事等の事務に従事している者をいい、学部、

研究科、研究室に勤務していても事務に従事している者は、この欄に記入してください。図書職員の司書的職務従事

者も含みます。「技術技能系」は技術、技能に関する職務に従事している者の数を記入してください。「医療系」は学

生の健康管理の業務に従事している医師（教員は除く。）、看護師、准看護師、助産師、薬剤師、栄養士並びに附属病

院、学生診療所及び保健管理センターに勤務する前記の職務に従事する者及びマッサージ、はり、あん摩、診療放射

線技師、歯科衛生士、歯科技工士等の数を記入してください。「教務系」は学生の実験、実習、実技若しくは演習の

指導をしている者で、教員でない者の数を記入してください。なお、教務課などで事務に従事している者は、「事務

系」欄に記入してください。「その他」は前記以外の者で、守衛、巡視、用務員、労務作業員、調理師等の業務の従

事者数を記入してください。 

注 2 非専任の事務系職員とは「事務系」の業務に従事している直接雇用（アルバイト等）と派遣・委託職員を指 

します。 

 

【問 17】学部の入学試験に関する数値をご記入ください（2011 年 4 月から 2012 年 3 月）。 

①入学試験実施日数注 1 （日）

②入学試験種別数（一般・推薦・センター・ＡＯ等） （種）

③入試業務担当部署（入試センター等）の職員数注2 

（2011 年 5 月 1 日現在） （人）

④③のうち専任職員数 （人）

注 1 延べ日数をご記入ください。 

注 2 人材派遣・アルバイト等を含む。 

 

【問 18】就職支援に関する数値をご記入ください（2011 年 4 月から 2012 年 3 月）。 

①大学主催の就職支援ガイダンス・セミナー等開催数 （回）

②国内インターンシップ参加者数注1 （人）

③就職支援担当部署（キャリアセンター等）の職員数注2

（2011 年 5 月 1日現在） （人）

④③のうち専任職員数 （人）

注 1 単位認定を伴うものに限ります。 

注 2 人材派遣・アルバイト等を含む。 

【問 19】理事・監事・評議員の人数をご記入ください（2011 年 5 月 1日現在）。 



50 
 

選出母体 
理事注１ 

監事 
評議員 

理事 内、大学関係者 評議員 内、大学関係者

①学長・校長・園長 (人) (人) (人) (人) (人)

②教員 (人) (人) (人) (人) (人)

③職員 (人) (人) (人) (人) (人)

④卒業生 (人) (人) (人) (人) (人)

⑤保護者 (人) (人) (人) (人) (人)

⑥その他 (人) (人) (人) (人) (人)

合 計 (人) (人) (人) (人) (人)

注 1 国立大学法人・公立大学法人の場合は、経営協議会委員の人数をご記入ください。 

 

【問 20】理事会・教授会等に関する数値等をご記入ください（2011 年 4 月から 2012 年 3 月）。 

①理事会の開催数（2011 年 4 月から 2012 年 3 月） （回）

②理事の職務分担の有無（どちらかに○） ある   ・   ない 

③理事会の政策と大学の政策を調整する組織・会議

体等が「ある」場合は、その組織の名称を記入注１
名称【              】

④③の組織・会議体等の会議開催回数 （回）

⑤大学の政策と学部の政策を調整する組織・会議体

 等が「ある」場合は、その組織の名称を記入注2 
名称【              】

⑥⑤の組織・会議体等の会議開催回数 （回）

注 1 例えば「学園総合協議会」「学内理事会」等。 

注 2 例えば「学部長会議」「学部連絡協議会」等。 

 

【問 21】計画・評価に関する数値をご記入ください（2011 年 5 月 1日現在）。 

①計画策定と評価の担当部署（どちらかに○） 同じ  ・  別々  

②計画策定担当者数注 1   （人）

③②のうち専任職員数 （人）

④計画策定の委員会を設置している場合は、その構成人数 （人）

⑤評価担当者数注 2 （人）

⑥⑤のうち専任職員数 （人）

⑦評価の委員会を設置している場合は、その構成人数注3 （人）

注 1 計画策定担当者とは、大学の中長期計画等の策定を主として担当する専任の教員・事務職員とします。例え 

ば「経営企画室」のように計画策定を主たる業務として担当する部署があれば、その構成人数を記入してく 

ださい。担当部署がない場合は、主たる業務として計画策定を担当している教員・事務職員の人数をご記入 

ください。 

注 2 評価担当者とは、自己点検評価や第三者評価を主として主として担当する専任の教員・事務職員とします。 

  例えば「○○評価室」のように評価を主たる業務として担当する部署があれば、その構成人数を記入してく 

ださい。担当部署がない場合は、主たる業務として評価を担当している教員・事務職員の人数をご記入 

ください。 

注 3 大学全体で設置されているもの、学部・研究科ごとに設置されているもの、すべてを含みます。 
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第二部は、ご回答者が所属されている大学の現在の状況について、ご自身の主観で評価しご記入くだ

さい。冒頭にも記しましたが、研究成果を公開する際は、大学名や個人名が特定されることのないよう

にいたしますので、ご協力のほどお願いいたします。 

各設問は、次の５段階で評価してください。 

 

  ５ 強くそう思う 

  ４ そう思う 

  ３ どちらともいえない 

  ２ あまりそう思わない 

  １ まったくそう思わない 

 

 

【問１】内部質保証に関することについてご記入ください。 

 強くそう思う                    まったくそう思わない 

①学生の授業評価は機能している ５   ４   ３   ２   １ 

②卒業生アンケートは機能している ５   ４   ３   ２   １ 
③学生生活に関するアンケートは機能して
いる 

５   ４   ３   ２   １ 

④教員評価は機能している ５   ４   ３   ２   １ 

⑤職員評価は機能している ５   ４   ３   ２   １ 

⑥自己点検評価による改善は進んでいる ５   ４   ３   ２   １ 

⑦第三者評価による改善は進んでいる ５   ４   ３   ２   １ 

⑧社会への説明責任は果たしている ５   ４   ３   ２   １ 

⑨ＦＤは機能している ５   ４   ３   ２   １ 

⑩ＳＤは機能している ５   ４   ３   ２   １ 

 

【問２】学生支援に関することについてご記入ください。 

   強くそう思う                    まったくそう思わない 

① 学習支援は機能している ５   ４   ３   ２   １ 

①-1 学習支援のための予算は十分である ５   ４   ３   ２   １ 

①-2 学習支援のための人員は十分である ５   ４   ３   ２   １ 

①-3 学習支援のための施設・設備は十分で
ある 

５   ４   ３   ２   １ 

② 留学支援（派遣・受入）は機能している ５   ４   ３   ２   １ 

②-1 留学支援（派遣・受入）のための予算 ５   ４   ３   ２   １ 

※ご回答者の役職名をご記入ください。

第 二 部 
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は十分である 

②-2 留学支援（派遣・受入）のための人員
は十分である 

５   ４   ３   ２   １ 

②-3 留学支援（派遣・受入）のための施設・
設備は十分である 

５   ４   ３   ２   １ 

③ 就職支援は機能している ５   ４   ３   ２   １ 

③-1 就職支援のための予算は十分である ５   ４   ３   ２   １ 

③-2 就職支援のための人員は十分である ５   ４   ３   ２   １ 

③-3 就職支援のための施設・設備は十分で
ある 

５   ４   ３   ２   １ 

④ 正課外活動（クラブ・サークル活動等）
への支援は機能している 

５   ４   ３   ２   １ 

④-1正課外活動への支援のための予算は十
分である 

５   ４   ３   ２   １ 

④-2正課外活動への支援のための人員は十
分である 

５   ４   ３   ２   １ 

④-3 正課外活動への支援のための施設・設
備は十分である 

５   ４   ３   ２   １ 

⑤ 学生への経済的支援は十分に機能して
いる 

５   ４   ３   ２   １ 

⑤-1学生への経済的支援のための予算は十
分である 

５   ４   ３   ２   １ 

⑤-2学生への経済的支援のための人員は十
分である 

５   ４   ３   ２   １ 

⑤-3 学生への経済的支援のための施設・設
備は十分である 

５   ４   ３   ２   １ 

⑥ 学生への精神的支援は十分に機能して
いる 

５   ４   ３   ２   １ 

⑥-1学生への精神的支援のための予算は十
分である 

５   ４   ３   ２   １ 

⑥-2学生への精神的支援のための人員は十
分である 

５   ４   ３   ２   １ 

⑥-3 学生への精神的支援のための施設・設
備は十分である 

５   ４   ３   ２   １ 

 

【問３】管理運営に関することについてご記入ください。 

   強くそう思う                    まったくそう思わない

①教職協働は機能している ５   ４   ３   ２   １ 

②危機管理は機能している ５   ４   ３   ２   １ 

③情報の共有化は進んでいる ５   ４   ３   ２   １ 

④情報の一元化は進んでいる ５   ４   ３   ２   １ 

⑤業務の効率化は進んでいる ５   ４   ３   ２   １ 

⑥業務の委託化は進んでいる ５   ４   ３   ２   １ 
⑦管理運営（事務）組織の見直し（改組・
再編）は進んでいる 

５   ４   ３   ２   １ 



53 
 

⑧産官学連携は機能している ５   ４   ３   ２   １ 

⑨大学間連携は機能している ５   ４   ３   ２   １ 

⑩地域貢献は機能している ５   ４   ３   ２   １ 

 

【問４】理念・目標・計画に関することについてご記入ください。 

   強くそう思う                    まったくそう思わない

①大学の理念は全学に周知されている ５   ４   ３   ２   １ 

②大学の理念に基づいた運営がされている ５   ４   ３   ２   １ 

③大学の教育目標（３つのポリシー）は全
学で周知されている 

５   ４   ３   ２   １ 

④大学の教育目標（３つのポリシー）の実
現に向けた取り組みがされている 

５   ４   ３   ２   １ 

⑤大学の中長期計画は全学に周知されてい
 る 

５   ４   ３   ２   １ 

⑥大学の中長期計画は着実に実行されてい
る 

５   ４   ３   ２   １ 

 

【問５】ガバナンスに関することについてご記入ください。 

    強くそう思う                   まったくそう思わない

①理事会の政策と大学の政策は食い違うこ

とがある 
５   ４   ３   ２   １ 

②理事会の政策と大学の政策を調整する組

織・会議体等がある場合、その組織・会

議等の名称 
名称【                  】

③②の組織・会議等は理事会の意思決定に

影響を与えている 
５   ４   ３   ２   １ 

④大学の政策の意思決定において、学長の

リーダーシップが発揮できる仕組み・風

土がある 
５   ４   ３   ２   １ 

⑤大学の政策の最高意思決定機関（組織）

の名称（例えば、大学評議会等） 
名称【                  】

⑥⑤の機関は理事会の意思決定に影響を与

えている 
５   ４   ３   ２   １ 

⑦大学の政策と学部の政策は食い違うこと

がある 
５   ４   ３   ２   １ 

⑧大学の政策と学部の政策を調整する組

織・会議等がある場合、その組織・会議

等の名称 
名称【                  】

⑨⑧の組織・会議等は大学政策の意思決定

に影響を与えている 
５   ４   ３   ２   １ 

⑩大学政策の意思決定に教授会は影響を与

えている 
５   ４   ３   ２   １ 
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【問６】貴学のガバナンスにおいての課題をあげるとすると次のどれにあたりますか。該当する番号す

べてに○、その中で最も重要と思われる課題には◎（ひとつだけ）を付けてください。 

 

【   】１．理事会と教授会の調整    【   】９．理事長・学長の補佐人 

【   】２．理事会の優位性の確立    【   】10. 学部長選任方法 

【   】３．教授会審議事項の縮小    【   】11. 学科長選任方法 

【   】４．役員の高齢化・中期化    【   】12. 理事会の教員人事権 

【   】５．役員報酬の透明性      【   】13. 事務幹部の人材確保 

【   】６．役員等の人材確保      【   】14. 中長期計画の作成 

【   】７．理事長人材・選任方法    【   】15. 財務経営情報開示 

【   】８．学長人材・選任方法     【   】16. 教学情報開示 

 

【問７】大学外部の動向等に関することについてご記入ください。  

   強くそう思う                   まったくそう思わない

①中教審答申等、高等教育政策の動向は、大

学の経営方針に影響を与えている 
５   ４   ３   ２   １ 

②運営費交付金は、大学の経営方針に影響を

与えている（国立大学法人のみ回答） 
５   ４   ３   ２   １ 

③私立大学等経常費補助金は、大学の経営方

針に影響を与えている（私立大学法人のみ

回答） 
５   ４   ３   ２   １ 

④認証評価機関が設定する評価項目は、大学

の経営方針に影響を与えている 
５   ４   ３   ２   １ 

⑤文部科学省等による競争的資金配分は、大

学の経営方針に影響を与えている 
５   ４   ３   ２   １ 

⑥ステークホルダー（受験生・保護者・卒業

者・企業等）は、大学の経営方針に影響を

与えている 
５   ４   ３   ２   １ 

⑦マスコミは、大学の経営方針に影響を与え

ている 
５   ４   ３   ２   １ 

⑧政治・法律的な環境（法律や規制、税制等）

は、大学の経営方針に影響を与えている 
５   ４   ３   ２   １ 

⑨経済的な環境（景気動向等）は、大学の経

営方針に影響を与えている 
５   ４   ３   ２   １ 

⑩社会的な環境（少子高齢化やライフスタイ

ルの変化等）は、大学の経営方針に影響を

与えている 
５   ４   ３   ２   １ 

⑪技術的な環境（情報通信技術等）は、大学

の経営方針に影響を与えている 
５   ４   ３   ２   １ 

◎調査にご協力いただきありがとうございました。 

 


